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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期
第２四半期
連結累計期間

第67期
第２四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自 2019年１月１日
至 2019年６月30日

自 2020年１月１日
至 2020年６月30日

自 2019年１月１日
至 2019年12月31日

売上高 (百万円) 6,172 6,876 13,034

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △48 △126 499

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △64 △121 357

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △73 △424 503

純資産額 (百万円) 14,584 14,610 15,104

総資産額 (百万円) 19,810 20,474 22,043

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) △5.77 △10.83 32.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － 31.61

自己資本比率 (％) 72.6 70.3 67.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,481 2,480 208

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △251 △402 △765

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △840 △818 394

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,510 3,210 1,967
 

 

回次
第66期
第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △46.77 △28.12
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第66期第２四半期連結累計期間及び第67期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による当社の事業等への影響については、終息時期やその他の状況の経過

により、当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。引き続き注視してまいります。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

(事業環境)

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の蔓延による緊急事態宣言の発令と、そ

れに伴う外出自粛、また世界各国での感染の広がりなども加わって、多大な影響を受けることになりました。個人

消費、企業業績、生産、輸出などあらゆる指標が軒並み悪化し、一斉在宅勤務など、企業活動としても多くの制約

を余儀なくされました。しかしながら、５月末に宣言が解除されたことによりまして、終息にはほど遠いものの、

少しずつ経済の再開へと動き出す中で推移致しました。

 
　　(受注高、売上高及び受注残高の状況)

このような事業環境のなか、当第２四半期連結累計期間の受注高は、主に新型コロナウイルス感染症による企業

活動の停滞の影響により、53億１千５百万円（前年同期比28.6％減）となりました。売上高は、第１四半期連結会

計期間に売上予定であった案件が、現地調整の延期などにより当第２四半期連結会計期間へと延伸されたことなど

から、68億７千６百万円（前年同期比11.4％増）となりました。これらの結果、当第２四半期連結累計期間末にお

ける受注残高は、40億５千３百万円（前年同期比39.0％減）となりました。

 
　　(損益の状況)

損益面は、新型コロナウイルス感染症による受注の減少、特に利益率が高い計測機器セグメントの売上が減少し

たことにより利益率が低下した結果、売上原価率は58.5％（前年同期は52.5％）となりました。販売費及び一般管

理費は、在宅勤務の中でも精力的に研究開発を進めた一方で、出展を予定しておりました展示会の中止や、外出自

粛の影響を受けた出張の減少によりまして、前年同期に比べ１千３百万円の減少となりました。これらの結果、営

業損失は１億３千５百万円（前年同期は７千１百万円の営業損失)、経常損失は１億２千６百万円（前年同期は４千

８百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億２千１百万円（前年同期は６千４百万円の親会

社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

なお、当社グループでは2019年度からの３ヶ年を第２期（「Challenge StageⅡ」）とする、中期経営計画を策定

致しました。詳細につきましては、2019年１月29日公表の「中期経営計画の策定に関するお知らせ」をご参照くだ

さい。（当社ホームページ　https://www.onosokki.co.jp）

セグメント別の業績は、次の通りであります。

＜計測機器＞

「計測機器」は、緊急事態宣言の発令による在宅勤務の拡大によって、お客様への訪問が停滞するなど、営業活

動上の制約を受けました。特に、主力でありますデータ処理装置を中心とした高額の案件では、デモンストレー

ションなどの販売促進活動が進められなかったことなどにより、受注へと結びつけることができず、低調に推移い

たしました。この結果、受注高は17億５千７百万円（前年同期比21.5％減）、売上高は18億３千２百万円（前年同

期比22.1％減）となりました。また、セグメント損益は研究開発費の増加などの影響を受けまして、３億６千８百

万円のセグメント損失（前年同期は６千２百万円のセグメント利益）となりました。

 
＜特注試験装置及びサービス＞

「特注試験装置及びサービス」は、当セグメントの主要なお客様であります自動車業界におきましても、新型コ

ロナウイルス感染症の影響から、「計測機器」同様に営業活動への制約が大きく出ております。一方で、一部最終

現地調整中断の影響を受けながらも、期首に増加していた受注残案件を当第２四半期連結累計期間において売上へ

と結びつけられました。この結果、受注高は35億５千１百万円（前年同期比31.6％減）、売上高は、50億３千８百

万円（前年同期比32.1％増）、セグメント利益は２億３千５百万円（前年同期は１億３千４百万円のセグメント損
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失）と、増収増益となりました。

 
＜その他＞

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務及び当社が所有する

土地・建物の管理業務、その他当社からの委託業務等を行っております。

当区分の売上高は７千７百万円（前年同期比4.2％減）、営業利益は４百万円（前年同期比61.0％減）となりまし

た。なお、当区分の外部顧客に対する売上高は５百万円（前年同期比14.5％減）であります。

 
②財政状態

(資産)

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は204億７千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億６千８

百万円減少しました。主な内訳は、現金及び預金の増加、売掛金の減少、仕掛品の減少、投資有価証券の評価によ

る減少であります。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は58億６千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億７千４

百万円減少しました。主な内訳は、買掛金の減少、短期借入金の減少、長期借入金の増加であります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産は146億１千万円となり、前連結会計年度末に比べ４億９千４百万円

減少となりました。主な内訳は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上による減少、投資有価証券の評価によ

る、その他有価証券評価差額金の減少、配当金の支払による減少であります。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ12億４千２百万円増加

(63.2％)し、32億１千万円となりました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、24億８千万円の収入となりました。主な内訳は、税金等調整前四半期純

損失１億２千６百万円、売上債権の減少額18億５千５百万円、たな卸資産の減少額６億５百万円であります。

　前年同四半期と比較すると、９億９千９百万円の収入の増加(67.4％)となりました。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動によるキャッシュ・フローは、４億２百万円の支出となりました。主な内訳は、有形固定資産の取得に

よる支出３億８千１百万円、無形固定資産の取得による支出７百万円であります。

　前年同四半期と比較すると、１億５千万円の支出の増加(60.1％)となりました。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、８億１千８百万円の支出となりました。主な内訳は、短期借入金の減少

額10億円、長期借入れによる収入５億円、長期借入金の返済による支出２億７百万円、配当金の支払額１億１千万

円であります。

　前年同四半期と比較すると２千２百万円の支出の減少(△2.6％)となりました。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７億９千４百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,200,000 12,200,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 12,200,000 12,200,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第４回新株予約権(株式報酬型ストック・オプション)

決議年月日 2020年３月16日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名
当社執行役員９名

新株予約権の数（個） 960　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式　96,000　(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　１円

新株予約権の行使期間
自 2020年４月28日
至 2050年４月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価額 433円　(注)３
資本組入額 217円　(注)４

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取
締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６
 

※　新株予約権の発行時(2020年４月27日)における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、100株とする。

２．新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社

普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式に

より付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、そ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を

減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分

割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後
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付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

　また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割または株式交換を行う場合およびその他これらの場

合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数

の調整を行うことができる。

３．発行価格は、割当日における新株予約権の公正価額（１株当たり432円）と新株予約権の行使時の払込額

（１株当たり１円）を合算している。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合

は、これを切り上げるものとする。

また、この場合、増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減

じた額とする。なお、自己株式を充当する場合は資本組入を行わない。

５. 新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日以内

（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を一括してのみ行使することができ

る。

(2)上記(1)にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若

しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案に

つき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議または会社法

第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間

に限り新株予約権を行使できるものとする。ただし、下記注６に定める組織再編行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものと

する。

(3)その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めると

ころによる。

６. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。)、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)

(以上を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割に

つき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株

式交換がその効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。)の直前において残存する新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編

対象会社」という。)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(注)２に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる

再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8)新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

(9)新株予約権の取得条項
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当社は、以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合は、当社取締役会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定が

なされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社

の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取

得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2020年４月１日
～2020年６月30日

― 12,200,000 ― 7,134 ― 1,800

 

　

(5) 【大株主の状況】

2020年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

 発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社明電舎 東京都品川区大崎二丁目１番１号 884 7.89

桂　　　　武 東京都大田区 656 5.86

小野測器代理店・特約店持株会 神奈川県横浜市緑区白山一丁目16番１号 559 4.99

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 547 4.88

小野測器取引先持株会 神奈川県横浜市緑区白山一丁目16番１号 519 4.63

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 483 4.31

小　野　　雅　道 東京都大田区 358 3.20

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 247 2.20

小野測器社員持株会 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目９番３号 196 1.75

小　野　　知　子 東京都品川区 194 1.74

計 ― 4,647 41.46
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式989千株があります。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、 2020年7月27日付でJTCホールディングス株式会社、資産

管理サービス信託銀行株式会社と合併し、株式会社日本カストディ銀行に商号変更しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

989,900

完全議決権株式(その他)
普通株式

111,860 同上
11,186,000

単元未満株式
普通株式

― 同上
24,100

発行済株式総数 12,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 111,860 ―
 

(注) 単元未満株式には当社所有の自己株式82株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

2020年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社　小野測器

神奈川県横浜市港北区
新横浜三丁目９番３号

989,900 ― 989,900 8.11

計 ― 989,900 ― 989,900 8.11
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

上席執行役員
経営管理本部長

 経営管理本部長

経営企画室長
大 越 祐 史 2020年４月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年４月１日から2020年

６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年１月１日から2020年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,967 3,210

  受取手形及び売掛金 3,828 1,986

  商品及び製品 524 534

  仕掛品 1,424 741

  原材料及び貯蔵品 585 650

  その他 115 166

  貸倒引当金 － △4

  流動資産合計 8,445 7,285

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,909 3,794

   土地 5,917 5,917

   その他（純額） 940 1,030

   有形固定資産合計 10,768 10,742

  無形固定資産 590 467

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,236 926

   繰延税金資産 655 693

   その他 348 360

   投資その他の資産合計 2,240 1,979

  固定資産合計 13,598 13,189

 資産合計 22,043 20,474
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 730 539

  短期借入金 2,000 1,000

  1年内返済予定の長期借入金 414 414

  未払法人税等 55 59

  賞与引当金 59 83

  その他 1,050 975

  流動負債合計 4,310 3,071

 固定負債   

  長期借入金 442 735

  退職給付に係る負債 1,992 1,978

  その他 192 79

  固定負債合計 2,628 2,793

 負債合計 6,938 5,864

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,134 7,134

  資本剰余金 1,800 1,800

  利益剰余金 6,807 6,564

  自己株式 △937 △898

  株主資本合計 14,804 14,600

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 170 △107

  為替換算調整勘定 △29 △47

  退職給付に係る調整累計額 △48 △42

  その他の包括利益累計額合計 91 △197

 新株予約権 114 127

 非支配株主持分 94 81

 純資産合計 15,104 14,610

負債純資産合計 22,043 20,474
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年１月１日
　至 2020年６月30日)

売上高 6,172 6,876

売上原価 3,238 4,020

売上総利益 2,933 2,855

販売費及び一般管理費 ※1  3,005 ※1  2,991

営業損失（△） △71 △135

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 25 25

 賃貸収入 17 10

 その他 17 10

 営業外収益合計 60 46

営業外費用   

 支払利息 4 5

 売上割引 13 11

 支払手数料 7 10

 賃貸収入原価 4 4

 為替差損 3 0

 その他 4 5

 営業外費用合計 36 37

経常損失（△） △48 △126

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純損失（△） △48 △126

法人税、住民税及び事業税 28 11

法人税等調整額 △18 △8

法人税等合計 9 3

四半期純損失（△） △57 △130

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

6 △9

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △64 △121
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年１月１日
　至 2020年６月30日)

四半期純損失（△） △57 △130

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △7 △277

 為替換算調整勘定 △13 △22

 退職給付に係る調整額 5 6

 その他の包括利益合計 △15 △293

四半期包括利益 △73 △424

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △81 △411

 非支配株主に係る四半期包括利益 8 △13
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年１月１日
　至 2020年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △48 △126

 減価償却費 379 388

 株式報酬費用 42 41

 賞与引当金の増減額（△は減少） 15 23

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △7 △5

 貸倒引当金の増減額（△は減少） － 4

 受取利息及び受取配当金 △25 △25

 支払利息 4 5

 固定資産除却損 0 0

 売上債権の増減額（△は増加） 1,560 1,855

 たな卸資産の増減額（△は増加） 185 605

 仕入債務の増減額（△は減少） △145 △189

 未払消費税等の増減額（△は減少） △96 147

 その他 △122 △277

 小計 1,742 2,447

 利息及び配当金の受取額 25 25

 利息の支払額 △4 △6

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △281 14

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,481 2,480

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △153 △381

 無形固定資産の取得による支出 △78 △7

 投資有価証券の取得による支出 △1 △1

 その他 △18 △11

 投資活動によるキャッシュ・フロー △251 △402

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △500 △1,000

 長期借入れによる収入 － 500

 長期借入金の返済による支出 △207 △207

 自己株式の純増減額（△は増加） △0 0

 配当金の支払額 △133 △110

 その他 △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △840 △818

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 372 1,242

現金及び現金同等物の期首残高 2,138 1,967

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,510 ※1  3,210
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【注記事項】

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う国内外の景気の急速な悪化により、当社グループでは受注の減少などの影

響を受けております。このような状況は、当第２四半期連結累計期間の業績に影響が及んでいるものの、年度末に

向けた経済活動の再開に伴い徐々に回復すると仮定し、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性などの会計上

の見積りを行っております。

なお、この仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルス感染症による経済環境への影響が変化した場合には将来

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

コミットメントライン契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関２行とコミットメントライン契約を締結して

おります。当第２四半期連結会計期間におけるコミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等は、次のとお

りであります。

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

コミットメントライン総額 1,500百万円 3,000百万円

借入金実行残高 1,500百万円 －百万円

差引額 －百万円 3,000百万円
 

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
 至 2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年１月１日
 至 2020年６月30日)

給料手当 897百万円 911百万円

賞与引当金繰入額 36百万円 37百万円

退職給付費用 43百万円 43百万円

研究開発費 696百万円 794百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。　

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
 至　2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
 至　2020年６月30日)

現金及び預金 2,510百万円 3,210百万円

現金及び現金同等物 2,510百万円 3,210百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年１月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年１月29日
取締役会

普通株式 133 12.00 2018年12月31日 2019年２月22日 利益剰余金
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２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年７月24日
取締役会

普通株式 55 5.00 2019年６月30日 2019年８月19日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において、2019年３月８日開催の取締役会決議に基づき、2019年３月20日に自己株

式300,000株を消却いたしました。主にこの影響により、当第２四半期連結会計期間における自己株式は、

1,032,586株、９億３千７百万円となりました。

 　

当第２四半期連結累計期間(自 2020年１月１日 至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年１月29日
取締役会

普通株式 111 10.00 2019年12月31日 2020年２月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年７月28日
取締役会

普通株式 56 5.00 2020年６月30日 2020年８月27日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2019年１月１日 至 2019年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３計測機器

特注試験
装置及び
サービス

計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,351 3,813 6,165 6 6,172 － 6,172

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － 73 73 △73 －

計 2,351 3,813 6,165 80 6,246 △73 6,172

セグメント利益又は損失(△) 62 △134 △72 10 △61 △10 △71
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当社が所

有する土地・建物・設備の管理業務、その他当社からの委託業務等を行っております。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△10百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2020年１月１日 至 2020年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３計測機器

特注試験
装置及び
サービス

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,832 5,038 6,870 5 6,876 － 6,876

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － 71 71 △71 －

計 1,832 5,038 6,870 77 6,947 △71 6,876

セグメント利益又は損失(△) △368 235 △132 4 △128 △6 △135
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当社が所

有する土地・建物・設備の管理業務、その他当社からの委託業務等を行っております。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
至 2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年１月１日
至 2020年６月30日)

　　１株当たり四半期純損失(△) △５円77銭 △10円83銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円) △64 △121

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(百万円)

△64 △121

   普通株式の期中平均株式数(千株) 11,166 11,192
 

(注)　 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第67期(2020年１月１日から2020年12月31日まで)中間配当について、2020年７月28日取締役会において、2020年６

月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 56百万円

② １株当たりの金額 ５円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2020年８月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年８月７日

株式会社小野測器

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山   村   竜   平 印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大   屋   誠 三 郎 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小野測

器の2020年１月１日から2020年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2020年４月１日から2020年６月

30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年１月１日から2020年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小野測器及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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